
資料２ 

人口・社会統計の体系化と基幹統計の位置付けについて 

（第 3ＷＧの議論を整理するための枠組み案） 

                       （阿藤誠）  

 
    統計体系                     具体統計名          
                   
                  ○○統計：基幹統計の候補にすべきと指摘のあったもの   
                  △△統計：上記に準ずるものと指摘のあったもの 

Ⅰ．人口・人口動態分野 

   
 １．人口静態統計 
 
   １－１．国勢統計              国勢統計（指定） 
   １－２．日本人人口統計           住民基本台帳に基づく人口・人口 

動態・世帯数（業務）  
   １－３．在外日本人人口統計         海外在留邦人数調査統計（業務） 

１－４．外国人人口統計           在留外国人統計（届出） 
    
    
２．人口変動要因統計 
 

   ２－１．人口動態統計            人口動態調査（指定） 
   ２－２．国内人口移動統計          住民基本台帳人口移動報告（届出） 
                         人口移動調査（承認） 
   ２－３．国際人口移動統計          出入国管理統計（届出） 
   ２－４．生命表統計             完全生命表／簡易生命表（加工） 
   ２－５．結婚・出生行動統計         出生動向基本調査（承認） 
 
 ３．人口推計統計 
 
   ３－１．現在推計人口            現在推計人口（加工） 
   ３－２．将来推計人口           ※日本の将来推計人口（加工） 
 
   ※印：「将来推計値」の取扱いについては、基本計画部会等で検討。 
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Ⅱ．家族・暮らし・居住・余暇・レジャー分野 

 
 １．家族・世帯統計 
 
   １－１．世帯統計           国勢統計（指定）/（個人） 
                       国民生活基礎統計（世帯票）（指定） 
                      全国家庭動向調査（承認） 
                      世帯動態調査（承認） 
   １－２．パネル調査統計        ２１世紀出生児縦断調査（承認） 
                      ２１世紀成年者縦断調査（承認） 
                      中高年者縦断調査（承認） 
   １－３．生活行動・生活時間統計    社会生活基本統計（指定） 

 
２．家計統計 
 

   ２－１．家計構造統計         全国消費実態調査（指定） 
                                          

２－２．家計動向統計         家計調査（指定） 
                      家計消費状況調査（承認） 
                      消費動向調査（承認） 
 
３．居住統計  
 

３－１．住宅統計           住宅・土地統計（指定） 
住生活総合調査（承認） 
国勢統計（指定） 
 

    ３－２．土地統計           住宅・土地統計（指定） 
                      法人土地基本統計（指定） 
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Ⅲ．労働・雇用分野 

 
１．労働力統計                 

 
   １－１．労働力構造統計           就業構造基本調査（指定） 
                         国勢統計（指定） 

就労条件総合調査（承認） 
雇用構造調査（承認） 

 
１－２．労働力動向統計           労働力調査（指定） 

                        毎月勤労統計調査（指定） 
                        雇用動向調査（承認） 
                        職業安定業務統計（業務） 
   
２．賃金・給与統計               賃金構造基本統計（指定） 

                       ＊民間給与実態統計（指定） 
                       ＊地方公務員給与実態調査（指定） 
                       ＊国家公務員給与実態調査（届出） 
                       ＊船員労働統計（指定） 
  
 
 ＊印は、基幹統計の候補の検討に当たって、委員から一定の整理が必要との指摘があったもの。 
  具体的には、公務員の給与に関する統計や船員労働統計のような、特定の分野や業種の統計

を基幹統計にする場合には、その理由付けが特に求められるのではないかとの指摘がある。 

また、民間給与実態統計、地方公務員給与実態調査、国家公務員給与実態調査については、

統計調査としてではなく、統計結果について、利用者への利便性向上の観点から、統合できな

いか検討すべきとの指摘がある。 

船員労働統計については、行政記録の活用や社会的ニーズも踏まえた上で、基幹統計とすべ

きかどうかについて、ＷＧとして判断すべきとの指摘がある。 
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Ⅳ．福祉・社会保障分野 

 
 １．社会保障マクロ統計             社会保障給付費（加工） 
                         ＳＮＡ（付表９・１０）（加工） 
 
 ２．社会保険統計 
 
   ２－１．年金保険統計            社会保険事業統計（業務）             

   ２－２．医療保険統計            国民健康保険事業月報（届出） 
   ２－３．介護保険統計            介護保険事業状況報告（届出）  
   ２－４．雇用保険統計            雇用保険事業年報（業務） 

                       労働者災害補償保険事業年報（業務） 
 
３．社会福祉（供給側）統計 
 
  ３－１．福祉行政統計            福祉行政報告例（届出） 

児童手当事業年報（業務） 
  ３－２．福祉施設・従事者統計        社会福祉施設等調査（承認） 
                         
４．社会福祉（需要側）統計 
 
                        国民生活基礎統計（世帯票、所得票、貯蓄

票）（指定） 
                        所得再分配調査（承認） 
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Ⅴ．医療・健康・介護分野 

 
 １．医療費マクロ統計             国民医療費（加工）、ＳＨＡ 
 
２．費用・経営統計 
                                          
  ２－１．医療費・医療施設経営統計     社会医療診療行為別調査（届出） 
                       医療経済実態調査（承認） 
                       病院経営収支調査（承認） 
 
  ２－２．介護給付費・介護施設経営統計   介護給付費実態調査（届出） 

介護事業経営実態調査（承認） 
 

３．医療・介護（供給側）統計 
 
  ３－１．医療・介護行政統計        衛生行政報告例（届出） 
                       地域保健・老人保健事業報告（届出） 
 
  ３－２．医療施設・従事者統計       医療施設統計（指定） 
                       医師・歯科医師・薬剤師調査（届出） 
                       病院報告（従事者票）（承認） 
 
  ３－３．介護施設・従事者統計       介護サービス施設・事業所調査（承認） 

  
４．医療・介護（需要側）統計 
 
  ４－１．患者統計             患者調査（指定） 
                       病院報告（患者票）（承認） 
                       受療行動調査（承認） 
  ４－２．要介護者統計           国民生活基礎統計（介護票）（指定） 

 
  ４－３．健康統計             国民生活基礎統計（健康票）（指定） 

                        学校保健統計（指定） 
国民健康・栄養調査（承認） 

                       生命表（加工） 
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Ⅵ．教育分野 

 
 １．教育費・経営統計 
    

１－１．教育費統計          地方教育費調査（届出） 
  子どもの学習費調査（承認） 

１－２．教育施設経営統計 
 
   １－３．社会教育施設経営統計 
 
 
２．学校教育・社会教育（供給側）統計 
 

   ２－１．学校行政統計         学校基本調査（指定） 
                      公立学校施設実態調査（届出） 
 
   ２－２．学校教育施設・教員統計    学校基本調査（指定） 
                      学校教員統計（指定） 
 
   ２－３．社会教育施設・従事者統計   社会教育調査（指定） 

体育・スポーツ施設現況調査（承認） 
  
 ３．学校教育・社会教育（需要側）統計    
 
   ３－１．児童・生徒統計        学校基本調査（指定） 

学校保健統計（指定） 
   ３－２．社会教育施設利用者統計    社会教育調査（指定） 

社会生活基本統計（指定） 
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Ⅶ．治安・犯罪・防災 

 
 １．治安・犯罪統計  
                      検察統計調査（届出） 

犯罪統計（業務） 
人権侵犯事件統計調査（届出） 
犯罪被害者実態（暗数）調査（承認） 

  ２．事故統計 
                      交通事故統計（業務） 
       
  ３．防災統計            

消防年報（業務） 
火災年報（業務） 

                      災害月報（業務） 
                      水害統計調査（承認） 
                
                


